
 

 

 

 

 

 

 

令和６年度に管理を行う重点事務事業に係る期末評価の公表について 

 

 

このことについて、この度、令和６年度に管理を行う重点事務事業について期

末評価を実施し、その内容を取りまとめましたので、別添のとおり配布します。 
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本年度の予算措置

総事業費
（うち一般財源）

多摩都市モノレール
沿線まちづくり方針
策定事業

　多摩都市モノレールの延伸後を見据えた持続可能なまちづくりを進めるた
め、沿線の将来像等について定める、「（仮称）多摩都市モノレール沿線まち
づくり方針」を令和５年度から令和６年度にかけて策定する事業

6,413千円
(3,208千円)

　庁内で更なる検討を進めた後、パブリックコメント等を実施し、令
和６年度中に「（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針」を
策定する。

目標どおり 目標どおり

立地適正化計画策定
事業

　多摩都市モノレールの延伸を見据えた持続可能な都市づくりの実現と、防
災・減災対策に取組むための防災指針を位置づけた、立地適正化計画を策定す
る事業

11,792千円
(4,067千円)

　令和６年８月までに計画素案を作成し、パブリックコメント・住民
説明会を経て同年１２月までに計画案として取りまとめる。その後、
都市計画審議会及び市議会へ説明を行い、令和７年３月までに立地適
正化計画を策定する。

目標どおり 目標どおり

地域公共交通計画策
定事業

　多摩都市モノレール延伸を見据えた持続可能な公共交通を実現するため、地
域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく、地域公共交通計画を策定
する事業（令和７年度末策定予定）

9,460千円
(4,730千円)

　市民ニーズ調査を実施するなど地域の公共交通に関する現状・課題
を整理し、地域公共交通の基本方針・計画目標の検討・整理を行う。

目標どおり 目標どおり

都市核地区土地区画
整理事業

　市の都市核にふさわしいまちづくりを行うため、将来の商業核形成を誘導す
るべく、住工の混在をできるだけ解消し、良好な住宅地の形成と魅力あるまち
の実現を目指して、土地区画整理事業の実施により、道路、公園などの都市基
盤整備を行う事業

1,400,206千円
(808,987千円)

・都市計画道路７･４･２号線及び７･５･３号線の電線共同溝引込管路
工事１件を完了する。
・都市計画道路７･５･３号線道路照明設置工事１件を完了する。
・区画道路築造及び街区整地工事５件を完了する。
・公園用地の雨水貯留槽浸透施設設置工事２件を完了する。
・今年度対象となる建物等移転箇所１２件の移転促進を行う。
・仮換地指定率９０％以上を達成する。

目標どおり 目標どおり

子ども・子育て支援
事業計画策定事業

　国のこども大綱を勘案するとともに、本市における施策や地域資源、子ども
や子育て当事者等の意見を反映した上で、子ども施策に係る計画を一体化した
子ども計画を策定する事業

4,367千円
(4,367千円)

　６月までに策定方針を決定し、１２月までに素案の検討、作成及び
素案に対するパブリックコメントを実施する。その後、令和７年３月
までに子ども計画を策定する。

目標どおり 目標どおり

子どもの医療費助成
事業（乳幼児分、学
齢児童分及び高校生
等分）

　乳幼児、学齢児童及び高校生等の医療費の自己負担を軽減するため、医療費
を助成する事業

383,742千円
（97,377千円）

　子育て世帯に対する負担を更に軽減させるため、令和６年１０月か
ら学齢児童分（マル子）の自己負担及び高校生等分（マル青）の所得
制限・自己負担を撤廃する。

目標どおり 目標どおり

多様な他者との関わ
りの機会の創出事業

　保護者の就労等の有無にかかわらず、保育所、幼稚園等を利用していない未
就園児を保育所へ定期的に預けることで多様な他者との関わりを通じ、非認知
能力の向上等子どもの健やかな成長を促すことを目的とする事業

17,611千円
（0千円）

　多様な他者との関わりの機会の創出事業に係る補助金を保育所へ交
付し実施状況を把握する。

目標どおり 目標どおり

学校給食費無償化事
業

　市内の小・中学校に在籍する児童・生徒の保護者への経済的負担を軽減する
ため、令和６年度の学校給食費を無償化する事業

258,196千円
（129,099千円）

　令和６年度の学校給食費を無償化する。 目標どおり 目標どおり

農業者物価高騰対策
支援事業

　物価高騰の影響を受けている市内の農地で農業を営む農業者を支援するた
め、農業者物価高騰対策支援補助金を交付する事業

3,506千円
（320千円）

　令和６年５月８日から同年８月３０日まで交付申請を受け付け、申
請のあった補助金について同年９月末日までに支払事務を完了させ
る。

目標以下 目標以下

市内事業者物価高騰
対策支援事業

　物価高騰の影響を受けている市内の事業者を支援するため、市内事業者物価
高騰対策支援補助金を交付する事業

73,264千円
（6,871千円）

　令和６年５月８日から同年８月３０日まで交付申請を受け付け、申
請のあった補助金について同年９月末日までに支払事務を完了させ
る。

目標以下 目標以下

保育所等物価高騰緊
急対策事業

　物価高騰に直面する市内の保育所等に対し、物価高騰緊急対策事業補助金を
交付することにより、その経済的な負担を軽減し、もって子育ての円滑な執行
を図る事業

14,168千円
（0千円）

　令和６年６月から物価高騰に直面する市内の保育所等から交付申請
を受け付け、申請のあった補助金について同年７月末までに支払事務
を完了させる。

目標以下 目標どおり

3
物価高騰
対策事業

子育て家庭
支援事業

2

令和６年度に管理を行う重点事務事業総括表
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モノレール
関連事業
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№ 事業の概要 本年度の目標
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（達成度）
期末評価

（達成度）
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本年度の予算措置

総事業費
（うち一般財源）

事務事業名№ 事業の概要 本年度の目標
中間評価

（達成度）
期末評価

（達成度）

地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）
策定事業

　ゼロカーボンシティの実現に向けて、市域における地球温暖化対策のため
に、市民・事業者・行政が一体となって取り組むための方向性と具体策を示す
地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を令和６年度までの２年間で策定する
事業

8,364千円
（8,364千円）

　計画策定のための検討審議等を行う委員会を５月に設置し、計画素
案を検討・作成する。１１月に計画素案に対するパブリックコメント
を実施し、令和７年３月までに地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）を策定・公表する。

目標どおり 目標どおり

校舎屋上太陽光発電
設備設置及び照明
LED化事業

　校舎屋上に太陽光発電設備を設置するとともに、校舎の照明器具のLED化を
実施する事業

124,564千円
（82,514千円）

　第三中学校校舎照明器具LED化工事は、令和７年３月までに完了す
る。第三中学校太陽光発電設備工事は、令和７年１２月の完了に向け
て、各種設備機器の材料承認を行う。

目標以下 目標以下

ＬＩＮＥ等システム
導入事業

　情報発信手段としてＬＩＮＥシステムを導入するほか、メール、ＳＮＳ、
ホームページの情報発信が一括で行える環境を構築する事業

1,991千円
（199千円）

　令和６年７月１日からＬＩＮＥシステムの運用を開始するほか、
メール、ＳＮＳ、ホームページの情報発信が一括で行える環境を構築
する。

目標どおり 目標どおり

外部デジタル人材活
用事業

　本市のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進施策において最新の
情報通信技術、民間企業や国、地方公共団体等の動向を反映させるため、デジ
タル技術の活用に関する豊富な知識及び経験を有するデジタル化推進アドバイ
ザー（外部デジタル人材）の知見による客観的かつ効果的な助言及び技術的支
援等を活用する事業

8,415千円
（8,415千円）

　外部デジタル人材の知見を生かし、ＤＸ推進に関する課題の整理と
分析を行うとともに、行政手続のオンライン化、ＡＩ・ＲＰＡなどの
デジタルツール活用に向けた業務効率化、文章生成ＡＩの活用方法や
効果検証、システム標準化への対応及び職員のＤＸマインドの醸成の
取組を推進する。

目標どおり 目標どおり

書かない窓口実施事
業

　市民サービスの利便性の向上と業務効率化を図るため、デジタル技術の積極
的な活用を前提とした書かない窓口の導入に向けたＢＰＲ（ビジネス・プロセ
ス・リエンジニアリング）を実施する事業

17,765千円
（0千円）

　窓口業務の現状把握及び分析を行うとともに、書かない窓口の導入
に向けた業務工程の構築及び窓口レイアウトの変更について検討し、
本市の書かない窓口実施事業で目指す窓口サービスの方向性を決定す
る。

目標どおり 目標どおり

6

　第五次長期総合計画の前期基本計画が令和７年度をもって計画期間満了とな
ることから、令和８年度から令和１２年度までを計画期間とする第五次長期総
合計画後期基本計画を策定し、基本構想で示した将来像を具体化するために分
野ごとの方針や施策などを総合的・体系的に定める事業

13,899千円
（13,899千円）

　令和８年３月の計画策定に向け、市民意識調査、市民ワークショッ
プ、子どもの意見聴取を行うとともに、９月末までに人口推計を含め
た人口ビジョン案を作成。また、１１月以降、外部組織である審議会
及び内部組織である策定委員会を開催し検討を進める。

目標どおり 目標以下

7
　職員一人一人の可能性を引き出し組織力を高める取組(人材育成）を推進す
る事業及び職員が心身共に健康で安心して仕事に取り組み、その能力を最大限
に発揮できる職場の環境づくり（メンタルヘルス対策）を推進する事業

7,118千円
（7,118千円）

【人材育成】
・各種研修の実施
　職員の能力開発や意欲を引き出す取組として、人材マネジメント研修やモチ
ベーション向上研修等新たな研修を導入するほか、eラーニング形式の研修の充
実を図るなど、より多くの職員が必要とする研修を受講しやすい環境の整備を
図る。
・人材育成基本方針の見直し
　国の人材育成基本方針策定指針が改定されたことから、他自治体の先進的な
取組事例の調査等を実施し、本市人材育成基本方針の見直しに向けて検討す
る。
・職場内研修（ＯＪＴ）強化
　ＯＪＴ指導者の位置付けを明確にするとともに、引き続きＯＪＴ研修を実施
し、業務を通じて新任職員の指導育成を行うともに、指導者の指導力向上を図
る。
・新規採用職員との定期面談等
　新規採用職員との定期的な面談等の実施方法を検討、実施する。
【メンタルヘルス対策】
・メンター制度
　昨年度の試行の実施状況の評価を行い、マッチング時期の見直し等制度を改
善しつつ試行を継続。新任職員が相談しやすい職場環境の整備を推進する。
・職場復帰支援
　職員衛生委員会の意見を踏まえ職場復帰プログラム制度（試行）案を作成、
試行を開始するとともに、各職域と連携し休職者の職場復帰を支援する。
・メンタルヘルス不調の未然防止
　こころの健康相談の実施回数を増加するほか、ストレスチェック集団分析結
果を活用したメンタルヘルス研修（一般職員対象のセルフケア研修及び管理職
対象のラインケア研修）を実施する。メンタルヘルスに係る意識及び技術の向
上、不調者の早期発見、適切な対応及び職場環境改善等に取り組み、メンタル
ヘルス不調の未然防止策を強化する。

目標どおり 目標どおり

ゼロカーボ
ンシティ推
進関連事業

4

行政デジタ
ル化推進事
業

5

第五次長期総合計画（後期基本計
画）策定事業

職員の資質向上の推進事業

2



本年度の予算措置

総事業費
（うち一般財源）

事務事業名№ 事業の概要 本年度の目標
中間評価

（達成度）
期末評価

（達成度）

8
　都の被害想定及び都地域防災計画が修正されたことや、国内で発生した実災
害の課題等を踏まえ、地域防災計画を修正する事業

5,500千円
（5,500千円）

　８月までに現状に合わせた防災体制の見直し案を作成し、庁内会議
及び防災会議において検討をする。その後、令和７年３月末までに武
蔵村山市地域防災計画（本編）の素案を作成する。

目標どおり 目標どおり

9
　地域の農業の将来の在り方や目指すべき将来の農地利用の姿を明確にし、農
地の集約化等を進めるため、地域農業経営基盤強化促進計画を令和６年度まで
の２年間で策定する事業

1,529千円
（1,529千円）

　農業者等の座談会において意見聴取を行った上で、関係機関の職員
等で構成する計画策定委員会において計画案を協議し、令和７年１月
を目途に地域計画を策定する。

目標どおり 目標どおり

10 　「かたくりの湯」の再開に向けて必要な設備点検や維持管理を実施する事業
351,053千円

（351,053千円）

　令和６年度上半期に施設設備の点検等を行い、改修工事に伴う実施
設計に着手する。実施設計後、速やかに改修工事に係る予算措置を行
い、着工する。併せて、令和６年９月を目途に、令和７年度から当該
施設を管理運営する指定管理者の指定手続を進める。

目標どおり 目標どおり

11

　６５歳から７９歳の方を対象に認知症に関する知識の普及啓発冊子（認知症
ケアパス）及び認知症検診の案内を送付し、希望者へ認知症検診を実施する。
また検診の結果、認知症の疑いありと判定された方については、認知症専門医
への受診を促すことで、早期診断・対応を促進する事業

7,590千円
（263千円）

　事前の周知・啓発を十分に行い、認知症検診の受診者数２００名を
達成する。

目標以下 目標以下

12
　安全・安心な交通ネットワークの構築を軸としたまちづくりの展開を見据
え、道路網の拡充によるアクセス強化等を図るために、立川都市計画道路３・
４・１７号桜街道線を整備する都市計画道路事業

80,031千円
（80,031千円）

　換地計画等を検討し、令和７年度の区画整理事業認可取得に向けて
権利者同意を得るために、説明会を行う。また、道路実施設計等を行
い事業の推進を図る。

目標どおり 目標以上

13

　交通処理の円滑化や歩行者の安全の確保を図るため、地域防災計画において
緊急輸送道路に指定している主要市道第１２号線を拡幅する事業
【区間：伊奈平五丁目１番地先から伊奈平六丁目３８番地先まで（延長約３７
０ｍ）】
【用地取得面積：約２，５３５㎡（幅員５．４６ｍ → １２～１４ｍ）】

70,260千円
（5,062千円）

　用地取得予定面積約２，５３５㎡に対し、本年度に新たに約８０㎡
の用地取得を行い、取得済面積を約１，９４１㎡、進捗率を約７６％
とする。
（令和６年４月１日現在　取得済面積１，８６１．２９㎡　進捗率約
７３％）
　下水道汚水管の布設を道路築造工事に先行して行う。（約６６ｍ）

目標以下 目標以下

14
　防災まちづくり構想に基づき、災害時には応急給食の調理や救援物資（食料
関係）の集配などを行う防災拠点として機能し、平常時には小学校給食の調理
や食育推進のための事業などを行う（仮称）防災食育センターを整備する事業

4,249,575千円
（230,358千円）

　令和７年１月末までに整備工事を竣工させた後、３月中旬を目途に
全ての購入物品の納品を完了させる。なお、３月から４月にかけて、
機器の調整及び調理業務等のトレーニングを実施し、４月初旬から万
全を期して施設の運用を開始する。

目標どおり 目標どおり

15
　子供たちが本市への理解を深めるとともにまちづくりに参画していく「まち
づくり学習」を、各教科等に関連付けて全小・中学校で実施する事業

2,400千円
（2,400千円）

　「まちづくり学習」への取組を通じて、市や地域への愛着を育み、
市の発展や課題について考え、問題解決に取り組むことができる児
童・生徒を育むことを目指す。

目標どおり 目標どおり

（仮称）防災食育センター整備事
業

まちづくり学習推進事業

立川都市計画道路3･4･17号線整備
事業

主要市道第12号線拡幅整備事業

地域農業経営基盤強化促進計画策
定事業

村山温泉「かたくりの湯」維持管
理事業

認知症検診推進事業

地域防災計画修正事業

3



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（多摩都市モノレール沿線まちづくり方針策定事業） 

事業の概要 

多摩都市モノレールの延伸後を見据えた持続可能なまちづくりを進めるため、沿線の

将来像等について定める、「（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針」を令和５

年度から令和６年度にかけて策定する事業 

これまでの 

経 過 

令和５年度は市民ワークショップ、子ども・市内事業者の意見聴取を実施し「（仮称）

多摩都市モノレール沿線まちづくり方針」の案を作成した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ６, ４１３千円 

う ち 

一般財源 
３，２０８千円 

本 年 度 の 

目 標 

庁内で更なる検討を進めた後、パブリックコメント等を実施し、令和６年度中に「（仮

称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針」を策定する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・「（仮称）多摩都市モノレール沿線ま

ちづくり方針の案」に関する庁内

協議会での検討（４月～９月） 

実 

 

績 

・「（仮称）多摩都市モノレール沿線まち

づくり方針」の庁内検討を行った。 

（４月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・パブリックコメント（１１月頃） 

・「（仮称）多摩都市モノレール沿線ま

ちづくり方針」策定（令和７年３

月） 

実 

 

績 

・パブリックコメント（１１月） 

・「武蔵村山市多摩都市モノレール沿線

まちづくり方針策定」（令和７年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

パブリックコメントの実施に向けて、「（仮称）多摩都市モノレール沿線ま

ちづくり方針」の検討を行い、素案として取りまとめた。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

予定どおり１１月にパブリックコメントを実施し、まちづくり審議会及び

市議会に説明を行った上で、令和７年３月に「武蔵村山市多摩都市モノレー

ル沿線まちづくり方針」を策定した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ６，４１３千円 

う ち 

一般財源 
４，２３１千円 

今 後 の 

方 針 

本方針及び同時に策定した「武蔵村山市立地適正化計画」を踏まえ、まち

づくり協議会の設置等を行い、駅ごとにまちづくりの検討を進めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（立地適正化計画策定事業） 

事業の概要 
 多摩都市モノレールの延伸を見据えた持続可能な都市づくりの実現と、防災・減災対

策に取組むための防災指針を位置づけた、立地適正化計画を策定する事業 

これまでの 

経 過 

令和５年５月１日委託契約を締結し、現況と課題の整理及びまちづくりの基本的な方

向性並びに居住誘導区域の設定などの検討を行った。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １１，７９２千円 

う ち 

一般財源 
４，０６７千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和６年８月までに計画素案を作成し、パブリックコメント・住民説明会を経て同年

１２月までに計画案として取りまとめる。その後、都市計画審議会及び市議会へ説明を

行い、令和７年３月までに立地適正化計画を策定する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・都市機能誘導区域の検討 

（４月～５月） 

・誘導方針・誘導施策の検討（５月） 

・交通施策・防災指針の検討 

（５月～７月） 

・計画素案の作成（８月） 

実 

 

績 

・都市機能誘導区域の設定及び誘導方

針・誘導施策の検討 

（４月～５月） 

・交通施策・防災指針の検討（６月～７ 

月） 

・目標値及び評価項目の検討（７月） 

・計画素案の作成・修正（８月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・パブリックコメント及び住民説 

明会（１０月～１１月） 

・計画案の作成（１２月） 

・都市計画審議会及び市議会へ報告

（令和７年１月～２月） 

・計画策定（令和７年３月） 

実 

 

績 

・パブリックコメント及び住民説 

明会（１０月） 

・計画案の作成（１２月） 

・都市計画審議会及び市議会へ報告（令

和７年１月） 

・計画策定・情報公開（令和７年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね計画どおりの検討を進め、８月までに計画素案として取りまとめ

ることができた。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね計画通りに説明会等を実施し、３月に計画の策定し、さらに、同

月に市政情報コーナー、ＨＰにて情報公開を行うことができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １１，７９２千円 

う ち 

一般財源 
４，０６７千円 

今 後 の 

方 針 

武蔵村山市立地適正化計画に基づき、都市再生整備計画を作成しまちづく

りに取り組む。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（地域公共交通計画策定事業） 

事業の概要 

多摩都市モノレール延伸を見据えた持続可能な公共交通を実現するため、地域公共交

通の活性化及び再生に関する法律に基づく、地域公共交通計画を策定する事業（令和７

年度末策定予定） 

これまでの 

経 過 

 令和５年度、２市１町で「多摩都市モノレール箱根ケ崎方面延伸を見据えた公共交通

の基本方針」を策定。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９，４６０千円 

う ち 

一般財源 
４，７３０千円 

本 年 度 の 

目 標 

市民ニーズ調査を実施するなど地域の公共交通に関する現状・課題を整理し、地域公

共交通の基本方針・計画目標の検討・整理を行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・プロポーザルによる業務委託契約

締結（６月） 

・市民ニーズ調査・現況課題整理（７

月～９月） 

・基本方針・計画目標の検討・整理（９

月） 

実 

 

績 

・プロポーザルによる業務委託契約締

結（６月） 

・地域公共交通協議会設置（７月） 

・第１回協議会開催（９月） 

・市民ニーズ調査・現況課題整理（７月

～１０月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・市民ニーズ調査分析・現況課題整理

（１０月） 

・基本方針・計画目標の検討・整理（１

０月～１２月） 

・基本方針の取りまとめ（令和７年３

月） 

実 

 

績 

・市民ニーズ調査分析・現況課題整理

（１２月） 

・基本方針・計画目標の検討・整理（１

０月～１２月） 

・基本方針の取りまとめ（令和７年３

月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

市の附属機関となる法定協議会の設置・開催に関し、当初の見込みより期

間を要したが、おおむね計画どおり市民ニーズ調査等を開始できた。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね計画通りに市民ニーズ調査の分析等を行い、基本方針の取りまと

めを行った。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ９，１４１千円 

う ち 

一般財源 
４，９８６千円 

今 後 の 

方 針 

 今後、地域公共交通計画素案を作成し、パブリックコメント等を経て、令

和７年度末までに地域公共交通計画を策定する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（都市核地区土地区画整理事業） 

事業の概要 

市の都市核にふさわしいまちづくりを行うため、将来の商業核形成を誘導するべく、

住工の混在をできるだけ解消し、良好な住宅地の形成と魅力あるまちの実現を目指して、

土地区画整理事業の実施により、道路、公園などの都市基盤整備を行う事業 

これまでの 

経 過 

平成１２年度から本事業を実施しており、地区内の権利者に協力をいただきながら、

土地の区画を整え、宅地の利用の増進を図り、道路、公園等の都市基盤の整備を行って

いる。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １，４００，２０６千円 

う ち 

一般財源 
８０８，９８７千円 

本 年 度 の 

目 標 

・都市計画道路７･４･２号線及び７･５･３号線の電線共同溝引込管路工事１件を完了す 

る。 

・都市計画道路７･５･３号線道路照明設置工事１件を完了する。 

・区画道路築造及び街区整地工事５件を完了する。 

・公園用地の雨水貯留槽浸透施設設置工事２件を完了する。 

・今年度対象となる建物等移転箇所１２件の移転促進を行う。 

・仮換地指定率９０％以上を達成する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・電線共同溝引込管路工事１件 

（６月～９月） 

・都市計画道路７･５･３号線道路照

明設置工事１件（７月～９月） 

・区画道路築造及び街区整地工事５

件（ ４月～９月） 

・雨水貯留槽浸透施設設置工事２件

（ ４月～９月） 

・今年度対象となる建物等移転箇所

１２件の移転促進（４月～９月） 

・仮換地指定率９０％以上を達成す

る。（４月～９月） 

実 

 

績 

・電線共同溝引込管路工事１件着手 

（７月～） 

・都市計画道路７･５･３号線道路照明

設置工事着手（８月～） 

・区画道路築造工事３件着手 

（４月～） 

・雨水貯留槽浸透施設設置工事２件 

着手（４月～） 

・今年度対象となる権利者の移転 

完了１件、折衝中１１件 

・仮換地指定率約８６%を達成した。 

（９月末時点） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・電線共同溝引込管路工事１件 

（９月～令和７年３月） 

・都市計画道路７･５･３号線道路照

明設置工事１件（９月～令和７年

３月） 

・区画道路築造及び街区整地工事５

件（９月～令和７年３月） 

・雨水貯留槽浸透施設設置工事２件

（ ９月～令和７年３月） 

実 

 

績 

・電線共同溝引込管路工事１件完了 

（９月～令和７年３月） 

・都市計画道路７･５･３号線道路照明

設置工事１件完了（９月～令和７年３

月） 

・区画道路築造及び街区整地工事５件

完了（９月～令和７年３月） 

・雨水貯留槽浸透施設設置工事２件 

完了（９月～令和７年３月） 



別記様式（第７条関係） 

・今年度対象となる建物等移転箇所

１２件の移転促進（９月～令和７

年３月） 

・仮換地指定率９０％以上を達成す

る（９月～令和７年３月） 

・今年度対象となる権利者の移転 

完了１２件 

・仮換地指定率約９０%を達成した。 

（令和７年３月末時点） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
おおむね目標どおり進捗している。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
おおむね目標どおり進捗した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 

１，３４８，８０７ 

千円 

う ち 

一般財源 
８０８，９８７千円 

今 後 の 

方 針 
次年度以降も、事業計画に沿って計画的に推進する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

年度 令和６年度 № ２ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 子育て家庭支援事業（子ども・子育て支援事業計画策定事業） 

事業の概要 

国のこども大綱を勘案するとともに、本市における施策や地域資源、子どもや子育て

当事者等の意見を反映した上で、子ども施策に係る計画を一体化した子ども計画を策定

する事業 

これまでの 

経 過 

・各種ニーズ調査の内容審議（令和５年９月～１２月） 

・各種ニーズ調査の実施（令和５年１２月～令和６年２月） 

・各種ニーズ調査の報告書作成（令和６年１月～３月） 

・高校生ワークショップの実施（令和６年１月～３月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ４，３６７千円 

う ち 

一般財源 
４，３６７千円 

本 年 度 の 

目 標 

６月までに策定方針を決定し、１２月までに素案の検討、作成及び素案に対するパブ

リックコメントを実施する。その後、令和７年３月までに子ども計画を策定する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・策定方針の決定（６月） 

・子ども計画（素案）の検討 

 （７月～９月） 

実 

 

績 

・策定方針の決定（６月１４日） 

・子ども計画（素案）の検討 

（庁内検討委員会３回、子ども・子育て

会議（附属機関）３回実施） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・子ども計画（素案）の検討 

 （１０月～１１月） 

・子ども計画（素案）の完成 

 （１２月） 

・子ども計画（素案）に対するパブリ

ックコメントの実施 

 （１２月） 

・子ども計画の策定及び公表 

 （令和７年３月） 

実 

 

績 

・子ども計画（素案）の検討 

（庁内検討委員会２回、子ども・子育て

会議２回実施） 

・子ども計画（素案）の完成（１１月） 

・子ども計画（素案）に対するパブリッ

クコメントの実施（１１月～１２月） 

・子ども計画の策定及び公表 

 （令和７年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね目標どおり素案の検討が進んでいるが、予定を１か月近く前倒し

し、策定期間を短縮したため、会議回数を減らすなどの対応が必要となって

いる。しかしながら、子ども計画については当初予定どおり、令和７年３月

に策定する予定である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 各種会議の対応等について、おおむねスケジュールどおり進行することが

できたため、令和７年３月に武蔵村山市子ども計画の策定が完了し、公表す

ることができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ４，３１７千円 

う ち 

一般財源 
４，３１７千円 

今 後 の 

方 針 

 本計画に基づく事業の実施に当たっては、ＰＤＣＡサイクルにより、定期

的に進捗状況を確認するとともに、点検、評価を行い、その結果を踏まえて

事業の見直しや計画の推進を目指していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ２ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 子育て家庭支援事業（子どもの医療費助成事業（乳幼児分、学齢児童分及び高校生等分）） 

事業の概要 
乳幼児、学齢児童及び高校生等の医療費の自己負担を軽減するため、医療費を助成す

る事業 

これまでの 

経 過 

・高校生等医療費助成（マル青）の開始（令和５年４月） 

・義務教育就学児医療費助成制度（マル子）の所得制限撤廃（令和５年１０月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３８３，７４２千円 

う ち 

一般財源 
９７，３７７千円 

本 年 度 の 

目 標 

子育て世帯に対する負担を更に軽減させるため、令和６年１０月から学齢児童分（マ

ル子）の自己負担及び高校生等分（マル青）の所得制限・自己負担を撤廃する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・システム改修（６月） 

・マル子及びマル青の自己負担撤廃

等について市民に周知（７月） 

・マル青対象者に申請書送付（７月） 

実 

 

績 

・システム改修（６月） 

・マル子及びマル青の自己負担撤廃等

について市民に周知（６～７月） 

・マル青対象者に申請書送付（６月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・マル子の自己負担、マル青の所得制

限・自己負担の撤廃開始（１０月） 

実 

 

績 

・マル子の自己負担、マル青の所得制

限・自己負担の撤廃開始（１０月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

目標どおり事業を遂行することができており、対象者には１０月から有効

の医療証を発行することができている。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

目標どおり事業を遂行することが出来、遅滞なく対象者に有効な医療証を

発行することができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ３４８，１７６千円 

う ち 

一般財源 
６６，１０６千円 

今 後 の 

方 針 

子育て世帯に対する負担を軽減させるため、今後も助成事業を継続してい

く。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ２ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 多様な他者との関わりの機会の創出事業 

事業の概要 
保護者の就労等の有無にかかわらず、保育所、幼稚園等を利用していない未就園児を

保育所で定期的に預る事業を実施する。 

これまでの 

経 過 

令和５年度に多様な他者との関わりの機会の創出事業の開設準備経費に対する補助金

を保育所に交付し、保育室等の整備を行った。令和６年３月２５日より市内の未就園児

の募集を実施した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １７，６１１千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

本 年 度 の 

目 標 

都の補助要綱に基づき、事業実施のための補助金を交付し、多様な他者との関わりの

機会の創出事業を実施する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

⑴ホームページの周知（４月） 

⑵施設による未就園児の募集 

（４月から９月） 

⑶施設からの補助金交付申請 

（７月） 

⑷施設への補助金交付 

（７月・９月） 

⑸実施状況報告書（２か月毎） 

実 

 

績 

⑴ホームページの周知（４月） 
⑵施設による未就園児の募集 
（４月から７月） 
⑶施設からの補助金交付申請 
（７月）１３，８６０，０００円 
⑷施設への補助金交付 
（７月・９月）３，４６５，０００円×
２回 
⑸実施状況報告書（２か月毎） 
（４、５月分）６月・（６、７月分）７月 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

⑴施設による未就園児の募集 

（１０月から令和７年３月） 

⑵施設への補助金交付 

（１２月・令和７年３月） 

⑶施設からの実績報告書 

（令和７年３月～４月） 

実 

 

績 

⑴施設による未就園児の募集 

（１０月から令和７年３月） 

⑵施設への補助金交付 

（１２月）３,４６５,０００円 

（令和７年３月）３,４５５,０００円 

⑶施設からの実績報告書 

（令和７年３月～４月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

定期的な預かり ０歳児 １歳児 ２歳児 合計 

クラス年齢別利用人数 ２人 ５人 １人 ８人 

延べ利用人数（４、５月） １２人 ３０人 ４人 ４６人 

クラス年齢別利用人数 ３人 ６人 ５人 １４人 

延べ利用人数（６、７月） ２１人 ４３人 ２９人 ９３人 
 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

定期的な預かり ０歳児 １歳児 ２歳児 合計 

クラス年齢別利用人数 ２９人 ４１人 １８人 ８８人 

延べ利用人数 １９９人 ２８８人 １１２人 ５９９人 
 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １３,８５０千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 
令和７年度には４施設を加え、５施設で実施する予定である。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

年度 令和６年度 № ２ 進行管理者 教育部長 

事務事業名 子育て家庭支援事業（学校給食費無償化事業） 

事業の概要 
市内の小・中学校に在籍する児童・生徒の保護者への経済的負担を軽減するため、令

和６年度の学校給食費を無償化する事業 

これまでの 

経 過 

令和５年度までは、新型コロナウイルス感染症対応型地方創生臨時交付金を活用し、

学校給食費の期限付きの無償化等を実施した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ２５８，１９６千円 

う ち 

一般財源 
１２９，０９９千円 

本 年 度 の 

目 標 
令和６年度の学校給食費を無償化する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・武蔵村山市立学校給食費に関する

規則の一部改正 

・東京都公立学校給食費負担軽減事

業補助金の申請、概算払（６月に申請

額１/２、９月に申請額１/４） 

・東京都公立学校給食費負担軽減事

業補助金の対象外となる就学援助費

及び就学奨励費分を第２号補正予算

に減額計上 

実 

 

績 

・武蔵村山市立学校給食費に関する規

則の一部改正 

・東京都公立学校給食費負担軽減事業

補助金の申請、概算払（６月に申請額１

/２、９月に申請額１/４） 

・東京都公立学校給食費負担軽減事業

補助金の対象外となる就学援助費及び

就学奨励費分を第２号補正予算に減額

計上 

・物価上昇等に勘案した給食費値上げ

分を第３号補正予算に増額計上 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・東京都公立学校給食費負担軽減事

業補助金の変更交付申請、実績報告

（令和７年４月） 

実 

 

績 

・物価上昇等を勘案した給食費値上げ

分を第９号補正に増額計上 

・東京都公立学校給食費負担軽減事業

補助金の変更交付申請（令和７年２月６

日）、実績報告（令和７年４月８日） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり進行しており、下半期も順調に遂行できる見通しであ

る。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 東京都公立学校給食費負担軽減事業補助金の活用により、令和６年度も学

校給食の無償化を実施した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ２５３，１９４千円 

う ち 

一般財源 
１２６，６０８千円 

今 後 の 

方 針 
令和７年度以降も引き続き無償化を実施していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ３ 進行管理者 協働推進部長 

事務事業名 物価高騰対策事業（農業者物価高騰対策支援事業） 

事業の概要 
物価高騰の影響を受けている市内の農地で農業を営む農業者を支援するため、農業者

物価高騰対策支援補助金を交付する事業 

これまでの 

経 過 

市内の農業者に対する物価高騰対策支援については、令和４年度に上限額１０万円の

補助事業を実施した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３，５０６千円 

う ち 

一般財源 
３２０千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和６年５月８日から同年８月３０日まで交付申請を受け付け、申請のあった補助金

について同年９月末日までに支払事務を完了させる。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・補助金交付要綱の制定（４月） 

・事業の周知、ウェブ申請を含む申請

方法の整備（５月） 

・交付申請の受付（５月～８月） 

・補助金の支払（５月～９月） 

実 

 

績 

・補助金交付要綱の制定：４月１７日 

・事業の周知等：５月 

・交付申請の受付： 

 ５月８日～８月３０日、３９件 

・補助金の支払：１１件（９月末日時点） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

なし 

実 

 

績 

・補助金の支払：２８件（合計３９件） 

 （令和７年２月完了時点） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

要綱の制定から周知、申請までは予定どおり実施できたが、支払について

は９月末日までに完了しなかった。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
補助金の支払完了時期が当初計画よりも大幅に遅延した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，７４９千円 

う ち 

一般財源 
１，７４９千円 

今 後 の 

方 針 

申請時に書類の不備や修正が多く発生したことから、今後実施する際には

申請方法の見直しを含めて検討する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ３ 進行管理者 協働推進部長 

事務事業名 物価高騰対策事業（市内事業者物価高騰対策支援事業） 

事業の概要 
物価高騰の影響を受けている市内の事業者を支援するため、市内事業者物価高騰対策

支援補助金を交付する事業 

これまでの 

経 過 

市内の事業者に対する物価高騰対策支援については、令和４年度に上限額を法人２０

万円、個人１０万円とする補助事業を実施した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ７３，２６４千円 

う ち 

一般財源 
６，８７１千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和６年５月８日から同年８月３０日まで交付申請を受け付け、申請のあった補助金

について同年９月末日までに支払事務を完了させる。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・補助金交付要綱の制定（４月） 

・事業の周知、ウェブ申請を含む申請

方法の整備（５月） 

・交付申請の受付（５月～８月） 

・補助金の支払（５月～９月） 

実 

 

績 

・補助金交付要綱の制定：４月１７日 

・事業の周知、ウェブ申請を含む申請方

法の整備：５月 

・交付申請の受付： 

 ５月８日～８月３０日、８８９件 

・補助金の支払：３０２件（９月末日時

点） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

なし 

実 

 

績 

・補助金の支払：５５２件（計８５４件） 

・不交付の決定：２７件 

・取下げその他： ８件 

（令和７年３月完了時点） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

要綱の制定から周知、申請までは予定どおり実施できたが、支払について

は９月末日までに完了しなかった。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
補助金の支払完了時期が当初計画よりも大幅に遅延した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ６３，４７１千円 

う ち 

一般財源 
６３，４７１千円 

今 後 の 

方 針 

申請時に書類の不備や修正が多く発生したことから、今後実施する際には

申請方法の見直しを含めて検討する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ３ 進 行 管 理 子ども家庭部長 

事務事業名 物価高騰対策事業（保育所等物価高騰緊急対策事業） 

事業の概要 
物価高騰に直面する市内の保育所等に対し、物価高騰緊急対策事業補助金を交付する

ことにより、その経済的な負担を軽減し、もって子育ての円滑な執行を図る事業 

これまでの 

経 過 

【補助金交付実績】 

令和４年度 認可保育園１３園、小規模保育所１園、認証保育所１園  

１６，６７１，１０５円 

（令和４年１０月から令和５年３月まで）        

令和５年度 認可保育園１３園、小規模保育所１園、認証保育所１園  

３２，０２３，９８５円 

（令和５年 ４月から令和６年３月まで）        

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １４,１６８千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

本 年 度 の 

目 標 

物価高騰に直面する市内の保育所等からの交付申請を令和６年６月から受け付け、申

請のあった補助金について同年７月末までに支払事務を完了させる。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・保育所等からの補助金交付申請受
付（６月～７月） 

・保育所等への補助金交付（６月～７
月） 

実 

 

績 

・保育所等からの補助金交付申請 
（６月～７月） 
１５施設 ７，６１６，０４０円 

・保育所等への補助金交付 
（９月） 
１５施設 ７，６１６，０４０円 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・保育所等からの実績報告 

（令和７年３月） 

実 

 

績 

・保育所等からの補助金変更交付申請

及び補助金（変更交付分）の交付 

（令和７年３月） 

１５施設 ６，５５１，０００円 

・保育所等から実績報告 

（令和７年３月～４月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

予定どおり保育所等物価高騰緊急対策事業補助金の申請を受付けたが補

助金の審査に時間を要したため、当初の予定より遅れての交付となった。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

様々の物の物価が高騰する中、対象施設へ補助金を交付したことで、保育

所等の経済的負担の軽減に寄与した。 

（年間交付実績）対象施設：１５施設、交付額：１４，１６７，０４０円 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １４,１６８千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 

令和７年度においても、引き続き対象施設への補助金交付を予定してい

る。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ４ 進行管理者 環境部長 

事務事業名 ゼロカーボンシティ推進関連事業（地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定事業） 

事業の概要 

ゼロカーボンシティの実現に向けて、市域における地球温暖化対策のために、市民・

事業者・行政が一体となって取り組むための方向性と具体策を示す地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）を令和６年度までの２年間で策定する事業 

これまでの 

経 過 

 令和５年度において、令和６年度内の計画策定に向けて、その資料とするため、市民・

事業者を対象とするアンケート調査や市の現況把握等の基礎調査を実施した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８，３６４千円 

う ち 

一般財源 
８，３６４千円 

本 年 度 の 

目 標 

 計画策定のための検討審議等を行う委員会を５月に設置し、計画素案を検討・作成す

る。１１月に計画素案に対するパブリックコメントを実施し、令和７年３月までに地球

温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定・公表する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・策定のための検討審議等を行う委

員会（庁内・庁外）の設置（５月） 

・第１回委員会開催（７月） 

・第２回委員会開催（８月） 

実 

 

績 

・策定のための検討審議等を行った。 

・庁内策定検討委員会 

第１回（７月１日） 

第２回（８月１５日） 

・策定検討委員会（庁外）  

第１回（７月１日） 

第２回（８月２９日） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・第３回委員会開催（１０月） 

・計画素案に対するパブリックコメ

ントの実施（１１月） 

・第４回委員会開催（令和７年１月） 

・計画案市議会説明（令和７年２月） 

・計画策定公表（令和７年３月） 

実 

 

績 

・庁内策定検討委員会 第３回（１０月

２８日） 第４回（１２月２３日） 

・策定検討委員会 第３回（１０月２５

日） 第４回（１２月１９日） 

・パブリックコメント（１１月１５日～

１２月１６日） 

・計画案市議会説明（１月１６日） 

・計画策定公表（３月１４日） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

計画素案策定のための庁内策定検討委員会、策定検討委員会（庁外）を開

催した。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

予定した全ての委員会での検討審議、パブリックコメントの実施、市議会

（全員協議会）での説明を経て、目標とした年度内の計画策定公表を達成す

ることができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ７，８５８千円 

う ち 

一般財源 
３，９３０千円 

今 後 の 

方 針 

ゼロカーボンシティの実現に向けて、市民・事業者・行政が一体となり、

計画に掲げた各種施策を推進していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ４ 進行管理者 教育部長 

事務事業名 ゼロカーボンシティ推進関連事業（校舎屋上太陽光発電設備設置及び照明 LED化事業） 

事業の概要 
校舎屋上に太陽光発電設備を設置するとともに、校舎の照明器具の LED 化を実施する

事業 

これまでの 

経 過 
令和５年度に実施設計委託を実施 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １２４，５６４千円 

う ち 

一般財源 
８２，５１４千円 

本 年 度 の 

目 標 

 第三中学校校舎照明器具 LED 化工事は、令和７年３月までに完了する。第三中学校太

陽光発電設備工事は、令和７年１２月の完了に向けて、各種設備機器の材料承認を行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・文部科学省へ補助金申請（６月） 

・工事設計書作成（８月） 

・契約議決及び締結（太陽光発電設

備）（９月） 

実 

 

績 

・文部科学省へ補助金申請（７月） 

・工事設計書作成（７月） 

・入札不調（４回）（太陽光発電設備） 

・契約締結（８月）（LED化） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・材料承認（太陽光発電設備）（１０

月～１１月） 

・休校日（土日祝日）に LED 化工事

（１０月～令和７年３月） 

実 

 

績 

・入札不調（１１月）（太陽光発電設備） 

・工事完了（令和７年３月）（LED化） 

 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

LED 化工事はおおむね目標どおり素案の検討が進んでいるが、太陽光発電

設備については制限付一般競争入札２回、指名競争入札２回の計４回不調と

なり、当初の期間では業者が決まらなかったため、再び業者決定に向けて入

札の準備中である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

LED 化工事はおおむね当初のスケジュールどおり進行し、令和７年３月に

工事を完了することができた。太陽光発電設備については、５回目の入札不

調を受けて計画の見直しを図ることとなった。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １６，６６５千円 

う ち 

一般財源 
１１，４６７千円 

今 後 の 

方 針 

太陽光発電設備については、次世代太陽電池の動向に合わせて計画を立て

直す。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ５ 進行管理者 企画財政部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（ＬＩＮＥ等システム導入事業） 

事業の概要 
情報発信手段としてＬＩＮＥシステムを導入するほか、メール、ＳＮＳ、ホームペー

ジの情報発信が一括で行える環境を構築する事業 

これまでの 

経 過 

令和４年度：導入に向けた検討を開始 

令和５年度：コスト面から、防災安全課所管「すぐメール Plus+」を改修し、LINE に対

応することとした。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １，９９１千円 

う ち 

一般財源 
１９９千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和６年７月１日からＬＩＮＥシステムの運用を開始するほか、メール、ＳＮＳ、ホ

ームページの情報発信が一括で行える環境を構築する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・４月下旬 契約締結 

・５～６月 改修作業 

・７月   運用開始 

実 

 

績 

・４月２４日  

すぐメール Plus+改修委託締結 

・５～６月 改修作業 

・７月１日 運用開始 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・円滑なシステムの運用を行う。 

・活発な情報発信を行うため、システ

ムの使用方法等、各課へ周知する。 

実 

 

績 

・システム運用上で特段トラブル等は

なく、運用開始後、令和７年３月３１

日までに全体で 487 件の情報発信が

あった。 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

目標どおりにシステム改修作業を終え、７月から運用開始することができ

た。職員向けの簡易マニュアルも整備し、各課から情報発信されている。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 当初の計画通りに運用を開始し、年度末までの９か月間で 487件と多くの

情報が発信されたことから、職員の認知度も高まったと思われる。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，９９１千円 

う ち 

一般財源 
１９９千円 

今 後 の 

方 針 

 引き続き活発な情報発信が行われるよう各課へ周知するほか、投稿内容に

関しても市民の興味を引くようなものにするよう啓発を行う。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ５ 進行管理者 企画財政部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（外部デジタル人材活用事業） 

事業の概要 

本市のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進施策において最新の情報通信

技術、民間企業や国、地方公共団体等の動向を反映させるため、デジタル技術の活用に

関する豊富な知識及び経験を有するデジタル化推進アドバイザー（外部デジタル人材）

の知見による客観的かつ効果的な助言及び技術的支援等を活用する事業 

これまでの 

経 過 

 自治体ＤＸの取組を推進する上でデジタル技術の活用に関する豊富な知識及び経験を

有する人材が必要となったことから、令和５年度から外部デジタル人材の活用を図って

いる。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８，４１５千円 

う ち 

一般財源 
８，４１５千円 

本 年 度 の 

目 標 

外部デジタル人材の知見を生かし、ＤＸ推進に関する課題の整理と分析を行うととも

に、行政手続のオンライン化、ＡＩ・ＲＰＡなどのデジタルツール活用に向けた業務効

率化、文章生成ＡＩの活用方法や効果検証、システム標準化への対応及び職員のＤＸマ

インドの醸成の取組を推進する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

 外部デジタル人材の知見を生か

し、行政手続のオンライン化、業務効

率化、職員のＤＸマインドの醸成、デ

ジタル推進員の活用に関すること等

を推進する。（９月末まで） 

実 

 

績 

外部デジタル人材の知見を生かし、以

下の事業を実施した。 

・行政手続のオンライン化に向け、阻害

要因となる課題の抽出及び課題解決に

向けたヒアリングシートの作成 

・ＤＸ相談会を８月に開催（５課が参

加） 

・１０月開催のＤＸマインド研修（一般

職向け）の開催に向けた資料作成 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

外部デジタル人材の知見を生か

し、上半期に実施した内容を更に推

進するほか、次期情報化基本計画の

策定に向けて、中・長期的な視点から

課題の整理及び解決策について検討

する。（令和７年３月末まで） 

実 

 

績 

外部デジタル人材の知見を生かし、以

下の事業を実施した。（１０月～令和７

年３月） 

・一般職及び管理職に対しＤＸマイン

ド研修を開催、その後アンケートの実施 

・ＲＰＡの導入拡大に向けたヒアリン

グを実施し、児童館へのＲＰＡ導入を検

討 

・ＤＸ推進相談会を利用した粗大ごみ

収集申込受付業務の一元管理化の提案 

・次期情報化基本計画の策定に先立つ

検討 



別記様式（第７条関係） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね当初の計画どおりに進めており、今年度中の目標に掲げた外部デ

ジタル人材の知見を生かしたＤＸ推進の取組を実現できる見込みである。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おむね当初の計画どおりに進めることができ、今年度中の目標に掲げた外

部デジタル人材の知見を生かしたＤＸ推進の取組を実現できた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ８，３０１千円 

う ち 

一般財源 
８，３０１千円 

今 後 の 

方 針 

 外部デジタル人材の知見を生かし、ＥＢＰＭの推進に関する支援及び助言

に沿い、業務の精度向上を実感できるようなモデルケースを構築する。 

 また、システム査定時の確認観点及び業務プロセスを理解し、共通様式を

整え、トライアル査定を経て、実行していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ５ 進行管理者 市民部長／企画財政部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（書かない窓口実施事業） 

事業の概要 

市民サービスの利便性の向上と業務効率化を図るため、デジタル技術の積極的な活用を前

提とした書かない窓口の導入に向けたＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）

を実施する事業 

これまでの 

経 過 

令和５年度中に市民の利便性の向上や業務の効率化を図るため、書かない窓口の導入に向

けた情報収集等を実施し、ＤＸ推進本部において書かない窓口の導入方針を決定した。また

令和６年度に向けＢＰＲ支援業務委託の優先契約交渉事業者をプロポーザルにて決定した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １７，７６５千円 

う ち 

一 般 財

源 

０千円 

本 年 度 の 

目 標 

窓口業務の現状把握及び分析を行うとともに、書かない窓口の導入に向けた業務工程の構

築及び窓口レイアウトの変更について検討し、本市の書かない窓口実施事業で目指す窓口サ

ービスの方向性を決定する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・窓口業務の現状把握及び分析（５月～

８月） 

・書かない窓口の導入に向けた業務工程

の改善策の検討（５月～８月） 

・窓口レイアウト変更についての検討

（５月～９月） 

・書かない窓口システム導入及びレイア

ウト変更に係る概算額の算出（９月） 

実 

 

績 

・窓口業務の現状把握及び分析（５月～

８月） 

・書かない窓口の導入に向けた業務工程

の改善策の検討（５月～８月） 

・窓口レイアウト変更についての検討

（５月～９月） 

・書かない窓口システム導入及びレイア

ウト変更に係る概算額の算出（９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・上半期に検討した業務工程の改善策の

検討、システム導入及び窓口レイアウ

ト変更について更に精査する。（令和

７年２月末まで） 

・検討結果をまとめた報告書を作成す

る。（令和７年２月末まで） 

実 

 

績 

・書かない窓口導入に向けた精査（１０

月から令和７年２月末） 

 ⑴書かない窓口及びＲＰＡ対象手続

の確定 

⑵書かない窓口システム事業者の比

較検討、選定 

⑶窓口レイアウト等の仕様及び費用

の精査 

⑷調達機器各課設置の調査 

・最終報告書のとりまとめ（令和７年３

月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね当初の計画どおりに進めており、目標に掲げた本市の書かない窓口実

施事業で目指す窓口サービスの方向性を決定できる見込みである。 



別記様式（第７条関係） 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね当初の計画どおりに進めることができ、目標に掲げた本市の書かない

窓口実施事業で目指す窓口サービスの方向性を決定できた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １７，５８０千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 

 事業の担当部署を市民課へ移し、システムに係る業務やＲＰＡの導入につい

て、協力、連携していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ６ 進行管理者 企画財政部長 

事務事業名 第五次長期総合計画（後期基本計画）策定事業 

事業の概要 

第五次長期総合計画の前期基本計画が令和７年度をもって計画期間満了となることか

ら、令和８年度から令和１２年度までを計画期間とする第五次長期総合計画後期基本計

画を策定し、基本構想で示した将来像を具体化するために分野ごとの方針や施策などを

総合的・体系的に定める事業 

これまでの 

経 過 

・人口等現状分析（令和６年３月） 

・市民意識調査調査項目検討（令和６年３月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １３，８９９千円 

う ち 

一般財源 
１３，８９９千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和８年３月の計画策定に向け、市民意識調査、市民ワークショップ、子どもの意見

聴取を行うとともに、９月末までに人口推計を含めた人口ビジョン案を作成。また、１

１月以降、外部組織である審議会及び内部組織である策定委員会を開催し検討を進める。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・市民意識調査の実施（５月） 

・市民ワークショップの実施（６月） 

・子どもの意見聴取（７月） 

・人口ビジョン（案）の完成（９月） 

実 

 

績 

・市民意識調査の実施（５月～６月） 

・市民ワークショップの実施（６月） 

・子どもの意見聴取（７月）※市立学校

に在学している小学校３年生～中学

校３年生を対象にアンケートを実施 

・人口ビジョン（案）の作成（９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・審議会の開催（１１月～） 

・策定委員会の開催（１１月～） 

・専門部会の開催（１１月～） 

※上記、会議については令和７年度

も引き続き開催予定 

実 

 

績 

・策定委員会の開催（令和７年３月） 

（人口推計、計画の構成等について検

討） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね予定どおり、市民意識調査、市民ワークショップ、子どもの意見

聴取及び人口ビジョン（案）の作成を行った。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

令和６年度の下半期の計画では審議会、策定委員会及び専門部会を設置し

検討を進める予定であったが、事務局における人口推計や計画の構成等の検

討に時間を要したため、第１回の策定委員会を開催するにとどまった。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １２，９０４千円 

う ち 

一般財源 
１２，９０４千円 

今 後 の 

方 針 

今後は、審議会及び専門部会を設置し、計画素案を取りまとめ、パブリッ

クコメントを行い、令和７年度末に計画策定を行う。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

年度 令和６年度 № ７ 進行管理者 総務部長 

事務事業名 職員の資質向上の推進事業 

事業の概要 

職員一人一人の可能性を引き出し組織力を高める取組(人材育成）を推進する事業及び

職員が心身共に健康で安心して仕事に取り組み、その能力を最大限に発揮できる職場の

環境づくり（メンタルヘルス対策）を推進する事業 

これまでの 

経 過 

武蔵村山市人材育成基本方針及び武蔵村山市職員倫理の指針に基づき、新任研修、係

長研修、管理者研修、コンプライアンス研修等の研修を実施。令和４年度からはメンタ

ルヘルス研修を追加し、令和５年２月からはメンター制度（試行）を開始。また、職員衛

生委員会においては職場復帰プログラムの検討を進めている。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ７，１１８千円 

う ち 

一般財源 
７，１１８千円 

本 年 度 の 

目 標 

【人材育成】 

・各種研修の実施  

職員の能力開発や意欲を引き出す取組として、人材マネジメント研修やモチベーショ

ン向上研修等新たな研修を導入するほか、eラーニング形式の研修の充実を図るなど、よ

り多くの職員が必要とする研修を受講しやすい環境の整備を図る。 

・人材育成基本方針の見直し 

国の人材育成基本方針策定指針が改定されたことから、他自治体の先進的な取組事例

の調査等を実施し、本市人材育成基本方針の見直しに向けて検討する。 

・職場内研修（ＯＪＴ）強化 

 ＯＪＴ指導者の位置付けを明確にするとともに、引き続きＯＪＴ研修を実施し、業務

を通じて新任職員の指導育成を行うともに、指導者の指導力向上を図る。 

・新規採用職員との定期面談等  

 新規採用職員との定期的な面談等の実施方法を検討、実施する。 

【メンタルヘルス対策】 

・メンター制度 

 昨年度の試行の実施状況の評価を行い、マッチング時期の見直し等制度を改善しつつ

試行を継続。新任職員が相談しやすい職場環境の整備を推進する。 

・職場復帰支援 

 職員衛生委員会の意見を踏まえ職場復帰プログラム制度（試行）案を作成、試行を開

始するとともに、各職域と連携し休職者の職場復帰を支援する。 

・メンタルヘルス不調の未然防止 

こころの健康相談の実施回数を増加するほか、ストレスチェック集団分析結果を活用

したメンタルヘルス研修（一般職員対象のセルフケア研修及び管理職対象のラインケア

研修）を実施する。メンタルヘルスに係る意識及び技術の向上、不調者の早期発見、適

切な対応及び職場環境改善等に取り組み、メンタルヘルス不調の未然防止策を強化する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・各種研修の実施(４月～９月) 

・こころの健康相談実施(４月～９

月) 

実 

 

績 

・各種研修の実施(４月～９月) 

・こころの健康相談実施(４月～９月) 
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・職場復帰プログラム試行案とりま

とめ(５月～９月) 

・メンター制度見直し及びマッチン

グ等(５～６月) 

・ＯＪＴ強化(７月～８月) 

・新規採用職員との定期面談等実施

方法の検討、実施(７月～８月) 

・職場復帰プログラム試行案とりまと

め(５月～９月) 

・メンター制度見直し及びマッチング

等(５～６月) 

・ＯＪＴ研修の実施(７月) 

・新規採用職員との定期面談等実施方

法の検討、実施(８月～９月) 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・各種研修の実施（１０月～令和７年

３月） 

・こころの健康相談実施(１０月～令

和７年３月） 

・人材育成先進事例調査等(１０月～

１１月) 

・ストレスチェック集団分析結果を

活用したメンタルヘルス研修の実

施（１０月） 

・職場復帰プログラム試行実施（１１

月～令和７年３月） 

・新規採用職員との定期面談等実施 

(令和７年１月～３月) 

実 

 

績 

・各種研修の実施（１０月～令和７年３

月） 

・こころの健康相談実施(１０月～令和

７年３月） 

・人材育成先進事例調査等(１月) 

 

・ストレスチェック集団分析結果を活

用したメンタルヘルス研修の実施（１

０月） 

・職場復帰プログラム等運用開始（令和

７年３月） 

・新規採用職員との定期面談等実施 

(令和７年３月) 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 上半期は各種研修を行い、職員の教養の向上を図るとともに、新任職員に

対しては新任職員研修、メンターとの面談（メンタリング）、６か月面接等の

取組みを通じて、円滑な職場定着を支援した。また、こころの健康相談の実

施回数を増加させたことにより、職員のメンタルヘルスの向上を図った。そ

の他事業についてはおおむね目標どおりの進捗である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 下半期においては、上半期に引き続き各事業を継続するとともに、近隣自

治体に対し人材育成先進事例調査を実施したほか、ストレスチェック集団分

析結果の通知及びその活用等に係る研修を実施した。また、職場復帰プログ

ラム等の運用を開始し、期初に設定した目標については、概ね達成すること

ができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ６，１９６千円 

う ち 

一般財源 
６，１９６千円 

今 後 の 

方 針 

 原則として、令和６年度の実施内容を踏襲するとともに、令和７年度につ

いては人材育成基本方針の見直しに係る検討委員会の設置等具体化を進め

る。また、職場復帰プログラムの本格運用の開始に伴い、病気休職者に対す

る支援を強化する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ８ 進行管理者 危機管理担当部長 

事務事業名 地域防災計画修正事業 

事業の概要 
都の被害想定及び都地域防災計画が修正されたことや、国内で発生した実災害の課題

等を踏まえ、地域防災計画を修正する事業 

これまでの 

経 過 

・業者選定を厳正かつ公正に行うことを目的として、令和６年２月に武蔵村山市地域防

災計画策定支援業務委託プロポーザル審査委員会を設置 

・令和６年２月に公示、参加申込及び質問書の受付を開始 

・令和６年３月に参加申し込みのあった５事業者に対して一次審査（書類選考）を実施 

・令和６年４月に一次審査を通過した５事業者に対して第二次審査を実施し優先契約交

渉事業者を決定 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ５，５００千円 

う ち 

一般財源 
５，５００千円 

本 年 度 の 

目 標 

 ８月までに現状に合わせた防災体制の見直し案を作成し、庁内会議及び防災会議にお

いて検討をする。その後、令和７年３月末までに武蔵村山市地域防災計画（本編）の素

案を作成する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・修正方針の検討（４月～７月中旬） 

・現状に合わせた防災体制の見直し

案の作成（７月中旬～８月） 

・庁内会議の開催（期間中２回開催） 

・防災会議の開催（７月） 

実 

 

績 

・修正方針の検討（４月～５月） 

・庁内会議の開催（６月） 

・防災会議の開催（７月） 

・修正方針の決定（７月） 

・修正方針に沿った課題の整理及び防

災体制の見直し案の作成（８月～９

月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

 上半期の内容を踏まえ、武蔵村山

市地域防災計画（本編）の素案を作成

（令和７年３月末まで） 

実 

 

績 

・第２回庁内会議の開催（１０月） 

・防災体制の見直しに係る各課調査（１

１月） 

・防災体制の見直しに係る各課ヒアリ

ング（１２月） 

・第３回庁内会議の開催（令和７年３

月） 

・第２回防災会議（書面）の開催 

・素案の決定 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

修正方針の策定を優先し、庁内会議において検討、防災会議において承認

を得た。修正方針に沿った課題の整理に着手し、現体制の見直し案等の作成

を進めており、おおむね目標どおりの進捗である。 

なお、目標としている令和７年３月末までに武蔵村山市地域防災計画（本

編）の素案を作成できる見通しである。 



別記様式（第７条関係） 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

素案作成に向け、庁内検討委員会を３回、防災会議を２回実施し、現体制

の見直しを行うにあたり、調査・ヒアリングを実施した。 

 目標として掲げていた令和７年３月中に素案の作成が完了し、令和７年度

策定に向け引き続き検討・修正を行う。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ５，３９０千円 

う ち 

一般財源 
５，３９０千円 

今 後 の 

方 針 

関係機関との調整を行い、パブリックコメントを実施し、東京都協議等を

経て、令和７年度末に計画策定を行う。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № ９ 進行管理者 協働推進部長 

事務事業名 地域農業経営基盤強化促進計画策定事業 

事業の概要 

地域の農業の将来の在り方や目指すべき将来の農地利用の姿を明確にし、農地の集約

化等を進めるため、地域農業経営基盤強化促進計画を令和６年度までの２年間で策定す

る事業 

これまでの 

経 過 

令和５年度に多摩開墾内農地の地権者へのアンケート調査を実施し、アンケート調査

の結果を基に当該農地を利用する農業者等の座談会を２回開催した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １，５２９千円 

う ち 

一般財源 
１，５２９千円 

本 年 度 の 

目 標 

農業者等の座談会において意見聴取を行った上で、関係機関の職員等で構成する計画

策定委員会において計画案を協議し、令和７年１月を目途に地域計画を策定する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・座談会の開催（８月） 

・計画策定委員会の開催（９月） 

実 

 

績 

・座談会の開催（８月） 

・計画策定委員会の開催（９月） 

・座談会の開催（９月） 

 ：計画策定委員会の協議結果を報告 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・計画策定委員会の開催（１０月） 

・地域計画の策定（令和７年１月） 

実 

 

績 

・協議結果の公表（令和７年１月） 

・計画案の公告・縦覧（令和７年３月） 

・地域計画の策定（令和７年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

農業者等の座談会において意見聴取を行った上で、関係機関の職員等で構

成する計画策定委員会において計画案を協議した。その後、座談会において、

計画策定委員会の協議結果を報告した。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

座談会及び計画策定委員会における協議結果を基に、計画案の公告・縦覧

等の法定手続を経て、「武蔵村山市多摩開墾地区地域計画」を策定した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，５２９千円 

う ち 

一般財源 
１，５２９千円 

今 後 の 

方 針 

策定した地域計画に基づき多摩開墾における農地の集約化等を進めると

ともに、担い手や目標地図に関する内容を随時更新していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

年度 令和６年度 № １０ 進行管理者 協働推進部長 

事務事業名 村山温泉「かたくりの湯」維持管理事業 

事業の概要 「かたくりの湯」の再開に向けて必要な設備点検や維持管理を実施する事業 

これまでの 

経 過 

令和５年４月１日から一時閉館中の「かたくりの湯」について、同年１１月に市立温泉

施設在り方検討委員会より提言書が提出され、これを踏まえて庁内で検討した結果、当該

施設を存続していくことに決定した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３５１，０５３千円 

う ち 

一般財源 
３５１，０５３千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和６年度上半期に施設設備の点検等を行い、改修工事に伴う実施設計に着手する。実

施設計後、速やかに改修工事に係る予算措置を行い、着工する。併せて、令和６年９月を

目途に、令和７年度から当該施設を管理運営する指定管理者の指定手続を進める。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・指定管理者選定（４月～９月） 

・施設設備点検等（５月～７月） 

・実施設計（５月～９月） 

実 

 

績 

・指定管理者選定 

第１回選定委員会 ７月３１日 

現場説明会 ９月１８日 

・施設設備点検等 ６月 電気設備点検 

         ７月 ろ過設備点検 

・実施設計（５月～） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・実施設計（１０月～１１月） 

・改修工事（令和７年１月～） 

実 

 

績 

・指定管理者選定及び指定 

指定申請書受付 １０月１日～１１日 

第２回選定委員会 １０月２９日 

指定管理者指定 １２月２０日 

・実施設計（～１１月） 

・改修工事（令和７年２月～） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

施設設備の点検等に係る調整に時間を要し、指定管理者の指定手続が遅延し

た。指定管理者の指定議案は、第４回市議会定例会に提出する予定。 

実施設計については、入札不調もあり、工期が１１月末日までとなったが、

おおむね予定どおりであった。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

指定管理者の公募に対して３団体から応募があり、第４回市議会定例会での

議決を経て、１２月に指定管理者の指定を行った。 

改修工事については、実施設計を基に、一般会計補正予算（第６号）に工事

請負費等を計上し、令和７年第１回市議会定例会での議決を経て、２月に請負

契約を締結した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １０３，０２４千円 

う ち 

一般財源 
１０３，０２４千円 

今 後 の 

方 針 

令和７年度中の運営再開に向けて、改修工事を進めるとともに、基本協定等

の締結をはじめ指定管理者との連絡調整を図る。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １１ 進行管理者 高齢・障害担当部長 

事務事業名 認知症検診推進事業 

事業の概要 

６５歳から７９歳の方を対象に認知症に関する知識の普及啓発冊子（認知症ケアパス）

及び認知症検診の案内を送付し、希望者へ認知症検診を実施する。 

また、検診の結果、認知症の疑いありと判定された方については、認知症専門医への

受診を促すことで、早期診断・対応を促進する。 

これまでの 

経 過 

令和５年度については、事業実施に向けて補助制度及び先行実施自治体の調査・研究

を行った。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ７，５９０千円 

う ち 

一般財源 
２６３千円 

本 年 度 の 

目 標 
事前の周知・啓発を十分に行い、認知症検診の受診者数２００名を達成する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・検診案内発送準備（４月～） 

・対象者抽出（７月） 

・周知・啓発（９月） 

実 

 

績 

・検診案内発送準備（４月～） 

・関係機関との調整（６～９月） 

・事業スキームの見直し（６～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・医師会への事業説明会（１０・１１

月） 

・検診案内発送（１０月） 

・検診決定通知発送（１１月） 

・認知症検診の実施（令和７年２月） 

・認知症疑いの方への受診勧奨、事業 

実績取りまとめ、課題等分析 

 （令和７年３月） 

実 

 

績 

・関係機関への事業説明（１０・１１月） 

・関係機関との調整（１２月～令和７年

２月） 

・準備会の設置（令和７年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

関係機関と調整を行う中で、認知症検診の実施方法等に課題が生じ、事業

スキームの見直しを進めた。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

関係機関と調整を行う中で、認知症検診の実施方法等に課題が生じたこと

から、課題を解決し、より効果的な事業実施を図るため、事業の実施を令和

７年度以降に見送った。令和６年度については、認知症の早期診断・対応に

ついての普及啓発活動を進め、また、関係機関を構成員とした準備会を設置

し、事業の実施方法について検討を進めた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ４８６千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 

引き続き、準備会にて検討を進め、効果的な認知症検診の実施方法が確立

され次第、速やかに事業を実施する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １２ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 立川都市計画道路３・４・１７号線整備事業 

事業の概要 

安全・安心な交通ネットワークの構築を軸としたまちづくりの展開を見据え、道路網

の拡充によるアクセス強化等を図るために、立川都市計画道路３・４・１７号桜街道線

を整備する都市計画道路事業 

これまでの 

経 過 

・都市計画道路の都市計画決定（令和３年１１月３０日） 

・都市計画道路事業の認可取得（令和５年６月２７日） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８０，０３１千円 

う ち 

一般財源 
８０，０３１千円 

本 年 度 の 

目 標 

・換地計画等を検討し、令和７年度の区画整理事業認可取得に向けて権利者同意を得る

ために、説明会を行う。また、道路実施設計等を行い事業の推進を図る。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・換地計画等の検討（４月～１１月） 

・道路実施設計等（４月～９月） 

・権利者説明会の実施（９月） 

実 

 

績 

・換地計画等の検討中（４月～１１月） 

・道路実施設計等（４月～９月） 

・権利者個別説明会の実施（９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・道路実施設計等（１０月～令和７年

３月） 

・区画整理事業認可申請書類作成及

び申請（１１月～令和７年３月） 

実 

 

績 

・道路実施設計等（１０月～令和７年３

月） 

・区画整理事業認可申請書類作成及び

申請（１１月～令和７年３月） 

・区画整理事業事業認可の取得（令和７

年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

９月下旬に地区内移転者に対しての個別説明会を行った。換地計画や道路

実施設計については、実施中である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 代替地２箇所における令和７年度工事予定の道路実施設計等を行った。区

画整理事業における権利者同意を得て、東京都に事業認可申請を行い、認可

された。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ７０，４３４千円 

う ち 

一般財源 
７０，４３４千円 

今 後 の 

方 針 

 今後も早期供用開始を目指し、各業務の進捗管理を行いながら地権者など

に寄り添った対応に努めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １３ 進行管理者 建設管理担当部長 

事務事業名 主要市道第１２号線拡幅整備事業 

事業の概要 

交通処理の円滑化や歩行者の安全の確保を図るため、地域防災計画において緊急輸送

道路に指定している主要市道第１２号線を拡幅する事業 

【区間：伊奈平五丁目１番地先から伊奈平六丁目３８番地先まで（延長約３７０ｍ）】 

【用地取得面積：約２，５３５㎡（幅員５．４６ｍ → １２～１４ｍ）】 

これまでの 

経 過 

・説明会の開催（計５回）（平成２１年度～平成２６年度） 

・補償等調査の実施（平成２７年度） 

・用地取得の開始（平成２９年度～） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 

７０，２６０千円 

（一般会計・特別会計） 

う ち 

一般財源 
５，０６２千円 

本 年 度 の 

目 標 

用地取得予定面積約２，５３５㎡に対し、本年度に新たに約８０㎡の用地取得を行い、

取得済面積を約１，９４１㎡、進捗率を約７６％とする。 

（令和６年４月１日現在 取得済面積１，８６１．２９㎡ 進捗率約７３％） 

 下水道汚水管の布設を道路築造工事に先行して行う。（約６６ｍ） 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・上半期に新たに約２６㎡の用地取

得を行い、進捗率を約７４％とす

る。（９月末まで） 

・設計、積算、発注を行い下水道工事

に着手する。（７月末まで） 

実 

 

績 

・地権者との合意に至らなかったため、

計画取得面積約２６㎡を取得できな

かった。 

・設計、積算、発注を予定どおり行い、

２度入札を実施したが不調となった

ため今年度の着手を断念した。 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・下半期に新たに約５３㎡の用地取

得を行い、進捗率を約７６％とす

る。（令和７年２月末まで） 

・工期内に予定どおり下水道工事を

完了させる。（令和７年３月末ま

で） 

実 

 

績 

・地権者との合意に至らなかったため、

計画取得面積約５３㎡を取得できな

かった。 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
年度目標、進捗率約７６％達成に向け、引き続き事業推進を図る。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
地権者との合意に至らなかったため、計画を下回った。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ８８千円 

う ち 

一般財源 
８８千円 

今 後 の 

方 針 
早期に地権者と合意形成を行い、引き続き事業推進を図る。 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １４ 進行管理者 教育部長 

事務事業名 （仮称）防災食育センター整備事業 

事業の概要 

防災まちづくり構想に基づき、災害時には応急給食の調理や救援物資（食料関係）の

集配などを行う防災拠点として機能し、平常時には小学校給食の調理や食育推進のため

の事業などを行う（仮称）防災食育センターを整備する事業 

これまでの 

経 過 

・武蔵村山市防災まちづくり構想の策定（令和２年３月） 

・（仮称）武蔵村山市防災食育センター整備工事に伴う実施設計（令和４年３月） 

・建築・電気設備・機械設備工事請負契約締結（令和４年１２月） 

・厨房設備工事請負契約締結（令和５年６月） 

・給食用備品・給食配送用車両物品供給契約締結（令和５年９月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ４，２４９，５７５千円 

う ち 

一 般 財 源 
２３０，３５８千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和７年１月末までに整備工事を竣工させた後、３月中旬を目途に全ての購入物品の

納品を完了させる。なお、３月から４月にかけて、機器の調整及び調理業務等のトレー

ニングを実施し、４月初旬から万全を期して施設の運用を開始する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・給食用消耗品供給契約締結（６月） 

・施設用物品供給契約締結（９月） 

実 

 

績 

・給食用消耗品供給契約締結（６月１７

日） 

・食育用備品供給契約等締結（９月４

日） 

・防災用物品の一部供給契約締結（９月

１１日） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・防災用物品供給契約締結（１１月） 

・食育用備品供給契約等締結（１１

月） 

・整備工事の竣工（令和７年１月） 

・購入物品の納品検査完了（令和７年

３月） 

・機器調整及び調理業務等トレーニ

ング（令和７年３月） 

実 

 

績 

・防災用物品供給契約締結（１２月２

日） 

・食育用備品供給契約等締結（９月４

日） 

・整備工事の竣工（令和７年１月３１

日） 

・購入物品の納品検査完了（令和７年３

月１２日） 

・機器調整及び調理業務等トレーニン

グ（令和７年３月中実施） 



別記様式（第７条関係） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・    目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり進行しており、下半期も順調に遂行できる見通しであ

る。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

施設整備工事及び物品購入については予定どおり完了し、調理業務のトレ

ーニング等事前準備も計画どおり実施することができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 

３，５６９，６４９

千円 

う ち 

一 般 財 源 
５１２，６８５千円 

今 後 の 

方 針 
令和７年３月３１日をもって整備事業完了 

（日本産業規格Ａ列４番） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和６年度 № １５ 進行管理者 学校教育担当部長 

事務事業名 まちづくり学習推進事業 

事業の概要 
子供たちが本市への理解を深めるとともにまちづくりに参画していく「まちづくり学

習」を、各教科等に関連付けて全小・中学校で実施する事業 

これまでの 

経 過 

（令和４年度）全小・中学校において総合的な学習の時間等を通して、まちづくり学習

に取り組むこととした。 

（令和５年度）各校で学校の実態に応じて様々な実践を行った。地域や大型商業施設等

と連携した取組を推進した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ２，４００千円 

う ち 

一般財源 
２，４００千円 

本 年 度 の 

目 標 

「まちづくり学習」への取組を通じて、市や地域への愛着を育み、市の発展や課題に

ついて考え、問題解決に取り組むことができる児童・生徒を育むことを目指す。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・各校での「まちづくり学習」への取

組（４月～９月） 

・学校マネジメント研修会（校長会）

における各校の計画の共有（５月） 

実 

 

績 

・各校での「まちづくり学習」への取組

（４月～９月） 

・まちづくり学習を取り扱った授業の

実施（７月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・学校マネジメント研修会（校長会）

における中間報告の実施（１０月） 

・各校での「まちづくり学習」への取

組（１０月～１２月） 

・学校マネジメント研修会（校長会）

における学習成果の発表・課題の

共有（令和７年２月） 

実 

 

績 

・各校での「まちづくり学習」への取組

（１０月～１１月） 

・村山デエダラまつりにおけるまちづ

くりサミットの開催、ステージへの出演

や展示等による学習成果発表（１１月） 

・総合教育会議における成果報告（令和

７年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり各校における「まちづくり学習」への取組が進んでい

る。村山デエダラまつりにおいて学習成果の展示・発表を予定するなど、地

域との関わりにつながる積極的な動きが見られる。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

各校において学校の実態に応じて様々な実践を行った。村山デエダラまつ

りにおける成果報告など積極的な取組を推進することができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ２，４００千円 

う ち 

一般財源 
２，４００千円 

今 後 の 

方 針 

各校（校区）における実践を共有しながら、より地域と密接に連携した学

習が推進できるよう計画・実行していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 


